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臓器移植法における脳死

• 法的脳死判定が下された場合にのみ脳死が人
の死と扱われる。

【法的脳死判定を下すことができる条件】

• 移植用臓器を死後に提供する意思を，本人が生
前に書面により表示していること

• 脳死判定に従う意思を，本人が生前に書面によ
り表示していること

• 家族が脳死判定を拒まないこと



脳死による死の判定の選択権？

• 脳死による死の判定［脳死を人の死とすること］
について，本人に選択権＋家族に拒否権

• ［法的脳死判定において］脳死の判定が下され
た場合には死が認定されることを前提にしたうえ
で，［法的］脳死判定の実施について選択権と拒
否権を認めたもの。



臓器移植法第６条第１項

 「医師は，死亡した者が生存中に臓器を移植術
に使用されるために提供する意思を書面により
表示している場合であって，その旨の告知を受
けた遺族が当該臓器の摘出を拒まないとき又は
遺族がないときは，この法律に基づき，移植術
に使用されるための臓器を，死体（脳死した者の
身体を含む。以下同じ。）から摘出することがで
きる。」



臓器提供の意思表示

• 死体から移植用臓器を摘出するためには，本人
の臓器提供意思の表示があることが不可欠（例
外として，心臓死体からの眼球・腎臓の摘出〔附
則４条第１項〕）

• 提供意思の表示をなしうる者――１５歳以上の
者（ガイドライン第１）

• 臓器を縮小して移植することが不可能な心臓な
どについては小児の患者への移植ができない。



町野朔教授の改正案

 第6条①医師は、死亡した者が生存中に臓器を移植
術に使用されるために提供する意思を書面により表
示している場合であって、その旨の告知を受けた遺族
が当該臓器の摘出を拒まないとき、若しくは遺族がい
ないとき、又は死亡した者が当該意思がないことを表
示している場合以外の場合であって、遺族が臓器を移
植術に使用されるために提供する意思を書面により
表示したときには、移植術に使用されるための臓器を、
死体（脳死体を含む。以下同じ。）から摘出することが
できる。（厚生省臓器移植部門研究班・町野朔教授）



町野教授の改正案に対する批判

• 臓器移植法の制定過程を踏まえると，町野案が
国会で法律として成立する可能性は小さい。



町野教授の改正案に対する批判

 脳死臨調の答申（「臓器提供についての本人の承
諾がドナーカード等の文書でなされていない場合に
おいても、近親者が諸般の事情から本人の提供の
意思を認めているときには臓器提供を認めてよい
ものと考える。さらに、この点に関しては、本人の臓
器提供についての意思が不明な場合であっても、
近親者が提供を承諾する場合には、臓器提供を認
めるべきであるという意見もあった」）を踏み越えて
いる。



改正私案

(1)　12歳以上
　本人に，脳死判定に従い臓器を提供するという
意思表示をすることを認める（親の承諾は，家族
／遺族の脳死判定／臓器摘出を拒まない態度
を求める要件で保証される）。



改正私案

(2)　12歳未満
　子に対して行われる脳死判定に従う意思と臓器
提供の意思を親が表示すること，および家族・遺
族のそれらについて拒まない態度があれば臓器
の摘出を認める。ただし，生前に本人が，脳死
判定に従う意思のないこと，または，臓器の摘出
を拒否する意思を表明していた場合には臓器の
摘出はできない。



情報公開の問題

• 基本的に，家族・遺族の同意の有無に関わらず，
個人識別情報を含まない情報の全面開示と，個
人識別可能な情報の不開示の徹底が望ましい。

• しかし，報道機関が１社でも個人識別可能な情
報を報道すれば，全面開示された情報が個人に
結びつけられるものとなる。その危惧を拭い切
れない現在，情報開示を家族・遺族の同意に係
らせることはやむを得ない。



報道の検証の必要性

• 透明な社会の実現という観点から，報道機関に
よる報道を検証する必要性を検討することが望
ましい。



９か月の空白の背後にあるもの

• 医学的な理由（心停止後の連絡，医学的適応外）
• 脳死判定や臓器摘出について硬直的と思われる
法律，規則，ガイドライン等の適用

• 臓器提供施設の限定
• 提供施設に対する過重な負担



硬直的と思われる法律，規則，ガイ
ドライン等の適用

• 法的脳死判定を経た患者が心臓死に至ってい
る場合に，附則４条１項の適用を認めない。

• 前庭反射検査を行えない鼓膜損傷患者，眼球
頭反射検査を行えない頚部骨折患者について，
他の方法によって脳幹反射消失の確認を行うこ
とを認めない。

• 分割肝移植が可能であっても，予め指針ができ
ていないことを理由にその実施を認めない。



提供施設に対する過重な負担

• ドナー側から見た場合，救命医療が尽くされた
か否か，早まった死の判定がなされなかったか
否かが最重要の問題である。しかし，提供病院
の治療の評価・検証のさいには，それ以上の厳
格な評価・検証が行われている。

• 患者が脳死移植のドナーであるために提供病院
に課される作業・負担について，十分な手当て
がなされていない（日本臓器移植ネットワークや
厚生省が負担すべきではないのか）。
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